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 ケーブルテレビは、1955年、群⾺県伊⾹保温泉における難視聴対策として誕⽣。
 光ファイバーケーブルや同軸ケーブルを敷設し、地域情報を放送するコミュニティ放送、地上放送や衛星放送の

再放送、インターネットや電話などの通信サービスなどの多様なサービスを提供。
 地域密着の事業者である「地域性」、臨機応変な対応が可能な「機動性」、インフラからコンテンツまで全てを扱う

「垂直的総合性」がケーブルテレビ事業者の特⻑。

1953年 地上テレビ放送開始

1955年 群⾺県伊⾹保温泉で初のケーブルテレビ誕⽣

1972年 有線テレビジョン放送法制定

1974年 ⽇本有線テレビジョン放送連盟が任意団体として発⾜

1980年 社団法⼈ ⽇本ケーブルテレビ連盟設⽴

1987年 初の都市型ケーブルテレビ開局（多摩ケーブルネットワーク（株））

1996年 ケーブルインターネット開始

1997年 電話サービス開始

2005年 ケーブルテレビ発祥50周年

2012年 ⽇本ケーブルテレビ連盟が社団法⼈から⼀般社団法⼈に移⾏

2014年 4K試験放送開始／ケーブルスマホ（MVNO）サービス開始

2015年 デジアナ変換サービス終了／「ケーブル4K」実⽤放送開始

2017年 「ケーブルIDプラットフォーム」運⽤開始

2018年 「新4K8K衛星放送」再放送開始

2020年 ローカル5G/地域BWAの業界統⼀コア運⽤開始
「ローカル５G」地域実証等開始

ケーブルテレビの歴史

ケーブルテレビとは
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 2020年3⽉末現在、「有線電気通信設備を⽤いて⾃主放送を⾏う登録⼀般放送事業者」数は、471事業者。
加⼊世帯数は、約3,091万世帯であり、緩やかな増加続いている。

 世帯普及率は約52.3％。我が国の総世帯数の半数以上が、ケーブルテレビ経由でテレビを視聴。
 サービス提供エリアは、全都道府県を網羅。471事業者のうち、349事業者（2020年3⽉31⽇現在）が、⽇本ケー

ブルテレビ連盟の会員。（連盟会員ベースの世帯普及率は、46.3％※）

登録に係る自主放送を行う有線電気通信設備によりサービスを受ける加入世帯数、普及率の推移

出典：総務省『ケーブルテレビの現状』（2020年8月）
※（ ）内は、加入世帯数の対前年度末増加率
※最新の普及率は、令和2年1月1日現在の住民基本台帳世帯
数から算出

※ RF方式における「加⼊世帯数」は、登録に係る有線電気通
信設備の総接続世帯数（電波障害世帯数を含む））を指す。
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※ 総世帯数は、2020年1月1日現在の住民基本台帳世帯数から、
連盟会員ベースの総接続数は、2020年3月31日現在の数値から算出。

世帯普及率
約52.3%

加⼊世帯数は、
約3,091万世帯。

ケーブルテレビの加⼊世帯数の推移
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 ケーブルテレビは、これまで放送・通信を伝送する有線ネットワークを基盤に成⻑。
 近年、無線と連携したサービスが求められており、「地域BWA」や「ケーブルスマホ（MVNO）」などを

提供。また、地域事業者が利⽤可能な 「ローカル5G」について、積極的な活⽤を推進。

ケーブルテレビサービスの普及状況（サービス提供数の増加）
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通信サービス
が拡⼤

ケーブルテレビサービスの普及状況
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要望事項
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ＮＴＴ東・西

ＮＴＴドコモ

固定ブロードバンド

加入電話

ローカル５Ｇ

全国５Ｇ・４Ｇ

固定光※２

ＮＴＴ持株 ケーブルテレビ

固定ブロードバンド※１

加入電話

ローカル５Ｇ

地域ＢＷＡ
ケーブルスマホ（MVNO）

固定ブロードバンド（再掲）

100%

100%

競争

競争

競争

競争

競争

※１ ケーブルテレビ自らの設備に加え、一部のエリアでは、NTT東・西のダークファイバや卸FTTHサービスを活用。
※２ 「ドコモ光」について、一部のケーブルテレビ事業者が卸FTTHサービスとインターネット接続サービスを提供。

 ケーブルテレビは、固定ブロードバンド、加⼊電話、ローカル５G、地域BWA、ケーブルスマホ
（MVNO）などのサービスを提供しており、これら全ての分野でNTTグループと競争関係
（⼀部協⼒※１※２）にある。

 地域通信市場、移動通信市場の両⽅で、市場⽀配⼒を持つNTTグループに対応するため、
地域における公正競争の確保が重要。

NTTグループとケーブルテレビの競争環境
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＜要望事項＞
①NTT東・⻄とNTTドコモの⼀体化の明確な禁⽌
②地域における競争環境の監視強化
③地域における公正競争の確保のための禁⽌⾏為規制の⾒直し
④NTT東・⻄におけるローカル５G無線局免許の扱い

 ケーブルテレビとしては、新たな⽇常の定着や地域のデジタル化、今後のBeyond 5G時
代の到来を⾒据え、地域密着のICT事業者としての「役割」を果たしてまいりたい。

 このため、地域における公正な競争環境の下、光ファイバやローカル５G、地域BWAな
どの有無線のインフラ整備を推進し、地⽅⾃治体や地元企業等に対し、地域のデジタ
ル化、地域の課題解決に資するサービスを積極的に提供していきたい。

公正競争の確保に向けた要望事項
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要望①︓NTT東・⻄とNTTドコモの⼀体化の明確な禁⽌
 NTT東・⻄とNTTドコモの⼀体化が進むことで、地域の通信市場と移動通信市場におけるNTTグ

ループの市場⽀配⼒が強⼤化し、事業規模の劣る地域のケーブルテレビ等が排除され、対応できな
い状況となることが懸念。このため、NTT東・⻄とNTTドコモの⼀体化を明確に禁⽌することが必要。

 想定される対応︓
① NTTドコモの特定関係事業者への指定（事業法第31条︓現在はNTTコミュニケーションズのみ）
② NTT東・⻄とNTTドコモの⼈事交流の抑制（禁⽌⾏為に「在籍兼務」を追加）（事業法第31条）
③ NTT東・⻄とNTTドコモによる有線・無線の通信設備の⼀体的な構築の禁⽌

（NWのスライス化/仮想化やエッジコンピューティングなどの有無線NWの⼀体的な構築などを想定。
禁⽌⾏為規制の「特定事業者に対する不当に優先的・不利な取扱い（２号⾏為）」に該当することを明確化するなど）

④ NTT東・⻄とNTTドコモによる⼀体的な営業活動の明確な禁⽌（実質的な営業活動を含む）

ＮＴＴ東・西

ＮＴＴドコモ

ケーブルテレビ

固定ブロードバンド

加入電話

ローカル５Ｇ

地域ＢＷＡ

一体化による市場支配力の強化

競争

固定ブロードバンド

加入電話

ローカル５Ｇ

全国５Ｇ・４Ｇ

等
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（参考）特定関係事業者制度の概要（電気通信事業法第31条）

（出典）令和2年12月3日 公正競争確保の在り方に関する検討会議（第1回） 総務省説明資料
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要望②︓地域における競争環境の監視強化
 固定ブロードバンドサービスなどのサービス提供に関し、利益相反取引等により、事業規模に

⼤きな差がある地域のケーブルテレビ等が排除されないよう地域における競争環境の監視
を強化することが必要。

 例えば、電気通信市場検証会議などの場において、法⼈向けサービスを地域毎に検証を
⾏うなど法⼈向けサービスの検証を強化することや、今後進展するローカル５Gについて地
域における競争環境の検証を⾏うこと、などが必要ではないか。
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要望③︓地域における公正競争の確保に向けた禁⽌⾏為規制の⾒直し
 禁⽌⾏為規制（電気通信事業法第30条）により、NTTドコモは、 NTTコミュニケーションズなど特定の

事業者に対する不当に優先的・不利な取り扱いが禁⽌されている。
 他⽅、NTTコミュニケーションズを経由して提供することで、NTTレゾナントに対して、実質的に有利な取り

扱いをすることが可能（禁⽌⾏為規制に該当しない）。
 地域における公正な競争を確保するため、NTTレゾナントをドコモの禁⽌⾏為規制の対象先として指

定するともに、グループ内の間接取引による潜脱的な回避ができないよう規律の⾒直しが必要。

※ドコモのMVNO事業者であるIIJ経由で各地域のケーブルテレビがそれぞれMVNOサービスを提供
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（参考）禁⽌⾏為規制の概要（電気通信事業法第30条）

（出典）令和2年12月3日 公正競争確保の在り方に関する検討会議（第1回） 総務省説明資料
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 現在、地域通信網で市場⽀配的な⽴場にあるNTT東・⻄について、⼀定の条件下
（※１）で、ローカル５Gの無線局免許を取得することが認められている。

 しかし、NTTドコモが完全⼦会社化されることで、
・ NTT東・⻄のローカル５G設備とドコモの全国５G設備の⼀体的な構築や設備の共⽤
・ NTT東・⻄のローカル５Gや、NTTドコモの全国５Gに関する設備情報（※２）の共有

などが⾏われ、NTT東・⻄が競争事業者よりも優位にローカル５Gのネットワークを構築
できるようなることや、NTT東・⻄とドコモが⼀体的に５Gを提供することが懸念。

 このため、NTT東・⻄によるローカル５Gの無線局免許の扱いについて再検証が必要。

要望④︓NTT東・⻄におけるローカル５G無線局免許の扱い

ＮＴＴドコモ

ローカル５Ｇ

全国５Ｇ

※１ NTT東・西が原則として認められていない事項（ローカル５Ｇ導入に関するガイドライン（令和２年12月最終改定）より）
● 実質的な移動通信サービスを提供することを可能とする、全国ＭＮＯ等との連携
● 異なるローカル５Ｇサービスのエリアを跨いだ継続的なサービス提供
全国ＭＮＯ等との連携がローカル５Ｇを実現するために不可欠なものである場合は、必要最小限度の範囲で連携可能。

※２ 接続の業務に関し知り得た情報以外であって、不当に優先的な取り扱いなどに該当しない範囲において

移動通信市場で支配的立場

ＮＴＴ東・西

地域通信市場で支配的立場

光卸など

一体化が懸念
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（参考）ケーブルテレビにおける無線利活⽤
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地⽅創⽣の加速

地域の課題解決

地域ｲﾝﾊﾞｳﾝﾄﾞ促進

地域の安⼼・安全サービス・
アプリケーション

サービス・
アプリケーション

地域映像を中⼼とした
BtoCサービス

⾃治体とも連携し、地域の課題解決に資する
BtoG、BtoBサービスの提供等

⽀えるインフラ
 災害時等に輻輳しないネットワーク
 低遅延を要するサービスへの対応
 データ流通の地域分散
（エッジコンピューティングの実現等）

地域イベントやインバウンド向けリアルタイム映像伝送(VR/AR等)
遠隔監視・操作(トレーニング, 機械操作, 宅配, 遠隔⼿術等）
その他 ⼤容量・IoT等 多数接続環境を各地域で安定的に提供

無線利活⽤戦略ロードマップ

2017年7⽉開始 キャリアアグリ
ゲーション

業界統⼀コアプラット
フォーム
プラット
フォーム

業界共通ID基盤
ケーブルID

業界共通ID基盤
ケーブルID

★東京五輪★平昌五輪 ★ラグビーW杯

イ
ン
フ
ラ

イ
ン
フ
ラ

FTTH化の推進 (オフロード・トラヒックの増⼤)

ケーブルがMVNOとして提供

★フリーWi-Fi業界内認証連携
★フリーWi-Fi全国キャリアとのローミング

★加⼊者向けWi-Fi業界内認証連携
★加⼊者向けWi-Fi全国キャリアとのローミング

宅内外WiFi AP増設 ※屋外︓フリーWi-Fi、宅内︓加⼊者向けWi-Fi

★業界内ローミング開始
★全国キャリアとのローミング開始

免許取得・基地局増設 ★業界内データローミング開始
★全国キャリアとのデータローミング開始

★⾳声サービス・⾳声ローミング開始

無
線
無
線

有線有線

オ
フ
ロ
␗
ド

5G
4.5GHz帯
28GHz帯

5G
4.5GHz帯
28GHz帯

地域BWA地域BWA

Wi-FiWi-Fi

ケーブル

MVNOMVNO － MVNO

－ Wi-Fi

－ 5G 

※業界の無線インフラを⽀えるコア網

－ 地域BWA

－ 有線

免許申請、基地局開設

（一社）ケーブルテレビ連盟作成
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 業界としてローカル５Gや地域BWAなどの無線システムの戦略的な展開を図るため、業界内で共同で
利⽤できるコア設備である「業界統⼀コア」を構築、運⽤。

 業界統⼀コアは（株）グレープ・ワンが運営し、（株）地域ワイヤレスジャパンを通じて、各社に提供。
 2020年3⽉に地域BWA向け、2020年6⽉にローカル5G向け（ミリ波）のサービスを開始。

業界統一コアによるローカル5G・地域BWAサービス提供スキーム

ローカル５G・地域BWA普及のための「業界統⼀コア」



Japan Cable and Telecommunications Association Confidential and Proprietary 16

 秋⽥駅前の官⺠複合施設である「秋⽥拠点センターALVE」に、ローカル5GやWiFi6などの通信環境
と充実したセキュリティ環境などを備えた「テレワークオフィス」を開設し、秋⽥県内外の企業や⼤学など
のオフィスを誘致し利⽤してもらう。

 また、シェアオフィスとすることで、産学官交流を発展させ、新たな事業の開発へつなげる。そして、ＣＮ
Ａが提供する技術やサービスのモデルルームやラボとしての活⽤も検討。

秋⽥ケーブルテレビ︓テレワークオフィスの整備（秋⽥拠点センターALVE）
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 秋⽥市⽴体育館内にローカル５Ｇ基地局を設置し、４Kカメラ、ＡＩカメラの映像を遅延なく多数の
観客のスマートフォンやモニターに映し出し、秋⽥市⽴体育館の臨場感・県⺠の⼀体感と⾼精細なマ
ルチアングル映像の両⽅を楽しむことができる次世代アリーナを実現する。

 また、ARスポーツ会場、他会場試合のパブリックビューイング会場など、⾼速通信が必要な各種イベン
ト会場としても活⽤。

秋⽥ケーブルテレビ︓ローカル５Ｇを活⽤した次世代アリーナの実現（秋⽥市）

Ｌ５Ｇ基地局 ＢＷＡ基地局

ＡＩカメラによる無⼈撮影
＆⾼レート映像伝送

観たい⾓度から
観たい選⼿を視聴＆多数接続

置 局

AI撮影有⼈撮影
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 秋⽥県⽴⼤学フィールド教育研究センター内に、ローカル５G、地域BWAなどの複数の無線システム
を組み合わせた次世代ワイヤレス環境を構築し、産官学の連携体制を構築し、スマート農業の各種
実証や雪の影響確認など、農業DXを中⼼に、村全体のスマートシティ化を⽬指す。

秋⽥ケーブルテレビ︓ローカル５Ｇを活⽤したスマート農業の実現（⼤潟村）

農 業

・リモート&IoT
・バーチャル農園 教 育

・ギガスクール

・見守り

観 光

・野鳥観測

・桜並木

５Ｇ・ＤＸ推進
スポーツ
・漕艇

・ソーラーカー

・釣り

移住・定住

・テレワーク環境

健康・福祉

・母子支援
・老人、子供見守り

秋田県立大学教育研究フィールド

ローカル５Ｇ

ローカル５ＧＢＷＡ

・スマート農業の各種検討、試験、実用化
・ＦＷＡにおける雪の影響確認
・ローカル５Ｇ等による農業ＤＸで村全体のスマートシティ化を目指す
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4Kカメラ

⽔位センサ

ローカル5G 
基地局

ケーブルテレビ
映像配信
システム

地域住⺠への配信

栃⽊市
防災業務の⾼度化

防災情報⼀元化
AI解析よる判断⽀援 防災業務

Web/アプリ コミュニティch

⽔位検知

河川監視

ダッシュボードサーバ

映像管理システム

AI分析サーバ

プラットフォーム

総務省令和2年度「地域課題解決型ローカル5G等の実現に向けた開発実証」

 栃⽊県栃⽊市 巴波川・永野川流域に、４Kカメラや⽔位センサーを設置し、⾼速・⼤容量伝送が可
能なローカル５GやAIを活⽤して、防災業務の⾼度化と迅速な住⺠避難⾏動を実現を⽬指す。

 具体的には、以下の実証を⾏う。
 ４Kカメラの⾼精細映像とAI画像解析を⽤いた河川の⽔位変動予測
 ４Kカメラや⽔位センサ等の防災情報の可視化による河川氾濫監視等の⾃治体業務の⾼度化
 地域住⺠への河川のリアルタイム映像配信による避難意識向上

＜推進体制＞
請負者︓（株）地域ワイヤレスジャパン
コンソーシアム︓ケーブルテレビ㈱、 栃⽊市、⽇本電気㈱、住友商事マシネックス㈱、 ㈱アラヤ、㈱グレープ・ワン、（国

研）情報通信 研究機構、（⼀社）⽇本ケーブルテレビ連盟、⼩⼭⼯業⾼等専⾨学校

出典：総務省HP掲載資料より作成

ケーブルテレビ︓防災業務の⾼度化及び迅速な住⺠避難⾏動の実現
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ZTV︓ローカル5Gを⽤いた4Kカメラ映像配信
 滋賀県⻑浜市及び⽶原市内（予定）に４Kカメラを設置し、交通量や降雪状況など撮影した⾼精

細映像をローカル５Gを⽤いてコミュニティチャンネルにリアルタイムに配信。
 ⾃動⾞等での移動が⽇常⽣活な不可⽋となっている地域におけるトラブルの事前回避など、地域住

⺠の⽣活向上を図る。

出典︓ZTV作成資料

4Kカメラ

5G基地局
4Kカメラ

4Kカメラ

4Kカメラ

5G基地局

VPNルータ

VPNルータ

VPNルータ

VPNルータ

5G端末

5G端末

5G端末

5G端末
⾃主放送設備VPNルータインターネット

コミュニティチャンネル

業界統⼀コア

ZTV 5Gを⽤いた
4Kカメラ映像提供中︕
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となみ衛星通信テレビ︓4K映像とAIによるぶどう畑での⿃獣害対策
 ワイナリー・トレボー（株）（富⼭県南砺市）と連携し、ローカル5Gや⾃動制御ローバー・ドローン

を活⽤した⿃獣対策や農薬散布など⽣産性向上に関する実証を実施（富⼭県との共同事業）。
 ぶどう畑にローカル５Gと地域BWAの基地局、4Kカメラを設置。5Gで伝送された4K映像をAIで解析

し、⾃動制御ローバー・ドローンを⽤いて、⾃動で⿃獣（害獣）の追い払うとともに、草刈りや農薬
散布を⾏う（⿃獣の侵⼊やぶどうの病気の有無や種別は、AIで判断）（2021年度 商⽤化予定）。

4G/5G基地局収容装置

となみ衛星通信テレビ局舎

4G-BWA基地局
(アンカー）

AIで⿃獣種別
⾃動特定

⿃獣出現︕４K映像カメラ
5G電波

4G電波

CATV所有
光回線接続

ローカル５G
で映像伝送

5G基地局(NSA)

ローカル５G/BWA無線を活⽤した
⾃動制御ローバーとドローン等で追尾
または⾳を出して⿃獣を追い払う

平時は⾃動制御
による除草作業

鳥
獣
自
動
追
い
払
い

自
動

除
草

⾃動制御ローバーぶどう畑

イ
メ
ー
ジ

シ
ス
テ
ム
等
概
要

トレボー（株） ⾃動制御ドローン（実験⽤）

AI機能・その他機能アプリシステム
ベンダー（複数社）

システムベンダー（複数社）

撃退!

出典︓となみ衛星通信テレビ資料
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愛媛CATV︓5G活⽤しまなみサイクリスト誘客促進
 瀬⼾内しまなみ海道に、ローカル5Gを活⽤したサイクリスト誘客の仕組みを構築。
 新型コロナウイルスの反転攻勢フェーズにおいて激化する地域間競争を勝ち抜くために、健康維持の⾯

で再評価されているサイクリングを切り⼝に、しまなみ海道のシンボル的存在である来島海峡⼤橋をフッ
クとした更なる魅⼒向上、情報発信を図り、観光需要の回復に繋げる。 愛媛県令和2年度6⽉補正予算事業
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愛媛CATVにおけるローカル5Gを活⽤した取組




